【様式２】同意申請書（連携増進活動実施計画）

　　年　　月　　日
森林管理署長（森林管理局長）　殿
（同意申請者（市町村長））住　所
氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （担当）　　　　　　　TEL

連携増進活動実施計画認定申請に係る土地の所有者等同意申請書

　貴職と協定を締結※1している下記の「○○○※2」協定地について、「地域における生物の多様性の増進のための活動の促進等に関する法律」第11条第１項に規定する連携増進活動実施計画の認定申請を行いたいので、同意書の交付を申請します。
　また、連携増進活動実施計画の認定申請に当たって、下記７に記載の事項を遵守します。
（協定等の残期間を超える計画期間での認定申請を行う場合）
なお、連携増進活動実施計画は、５年を目途に計画期間を定めることが望ましいとされているところ、協定の残期間を超える計画期間での認定申請を行うことから、当該協定の有効期間満了に際しては更新を希望します。

記

１．協　　定　　名　　○○○
２．所　　在　　地　　　　県　　市　　町大字　　国有林　　林小班
３．協定の有効期間　　　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
４．連携増進活動実施計画期間　年　　月　　　　～　　年　　月　　
５．添付書類　　連携増進活動実施計画認定申請書（案）一式（写し）
６．連携活動実施者　　（複数いる場合はすべて記載すること）
７．遵守事項
（１）同意書の交付後に「５．添付書類」の内容に変更が生じた場合には、再度同意申請を行い、改めて同意を得ること。（万一、同意申請時に提出した認定申請書（案）一式と認定申請時に提出した認定申請書一式の内容が異なっていた場合には、同意を取り消すこととする。）
（２）連携増進活動実施計画に基づき活動すること
（３）協定書に規定のある事項以外の責務の履行を国に求めないこと。
（４）認定結果を報告すること。
（５）認定後に計画の変更の申請（軽微な変更の届出を含む。）を行う場合は、事前に相談し、改めて同意を得ることとし、必要に応じて、協定等の内容も併せて変更すること。また、中止を行う場合も事前に相談すること。
（６）認定の取消しを受けたときは、報告すること。
（７）連携増進活動実施計画等の申請及び認定後の活動に係る費用を国に求めないこと。
（８）本同意書の交付によって第三者に損害を与え、当該第三者に対して損害賠償義務を負う場合は同意申請者において損害を賠償するものとし、国は一切の責任を負わないものとすること。
（協定等の残期間を超える計画期間での認定申請を行う場合）
（９）協定の有効期間満了に際して、協定の規定に基づき双方協議を行った結果、協定を更新しなかった場合には、認定連携増進活動実施計画の中止の手続きを行い、認定の取消しを受けること。
※1　下線部（「協定」、「協定を締結」、「更新」）については、「協定締結による国民参加の森林づくり」等の協定を想定。分収造林、分収育林（法人の森林）等の契約の場合は適宜「契約」、「延長」と修正すること。
※2　「協定締結による国民参加の森林づくり」等、締結している協定又は契約の種類を記載すること。なお、緑化憲章を定めて行う分収造林の場合は「分収造林（法人の森林）」と記載すること。
